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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 百万円 3,842 3,712 3,755 4,151 4,546

経常利益 百万円 325 315 330 300 292

当期純利益 百万円 181 176 186 168 164

持分法を適用した場
合の投資利益 

百万円 － － － － －

資本金 百万円 647 647 647 647 647

発行済株式総数 千株 4,691 4,691 4,691 4,691 4,691

純資産額 百万円 5,022 5,102 5,222 5,310 5,426

総資産額 百万円 6,357 5,897 6,510 6,630 6,782

１株当たり純資産額 円 1,070.55 1,088.63 1,115.41 1,132.87 1,159.92

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間
配当額) 

円 
14.00 
（0.00）

14.00
（0.00）

14.00
（0.00）

15.00 
（0.00）

15.00
（0.00）

１株当たり当期純利
益金額 

円 38.73 37.55 36.20 33.04 32.90

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利
益金額 

円 － － － － －

自己資本比率 ％ 79.0 86.5 80.2 80.1 80.0

自己資本利益率 ％ 3.7 3.5 3.6 3.2 3.1

株価収益率 倍 9.9 9.6 13.1 17.1 21.2

配当性向 ％ 36.1 37.3 38.7 45.4 45.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 412 343 400 199 211

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 48 2 △56 △119 220

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △567 △579 232 △69 △73

現金及び現金同等物
の期末残高 

百万円 503 269 845 857 1,215

従業員数 人 138 133 133 137 141



３．平成16年２月期から、１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．平成17年２月期の１株当たり配当額15円は、創立40周年記念配当１円を含んでおります。 

  

  



２【沿革】 

年月 事項

昭和40年３月 現名誉会長植村 博、日本電線工業株式会社を設立し、大阪府大東市大野１丁目17番３号に

て、通信用屋内電線の製造販売を開始（資本金1,000千円） 

昭和40年５月 警報用電線、市内対ケーブルの製造販売を開始 

昭和40年８月 音楽放送用電線の製造販売を開始 

昭和41年８月 資本金を2,500千円に増資 

昭和43年７月 警報用電線多心物の製造販売を開始 

昭和44年10月 資本金を5,000千円に増資 

昭和44年11月 大阪府大東市灰塚２丁目１番地に第二工場を開設 

昭和46年１月 消防用耐熱電線の製造販売を開始 

昭和46年11月 大阪府大東市新田西町45番52号に第三工場を開設 

昭和47年８月 ＳＤワイヤーの製造販売を開始 

昭和48年１月 消防用耐火電線の製造販売を開始 

昭和48年８月 大阪府大東市新田北町３番32号に第四工場を開設 

昭和53年８月 大阪府大東市新田本町12番63号に第五工場を開設 

昭和54年３月 資本金を10,000千円に増資 

昭和54年11月 国鉄用地収用指定に伴ない、本社を大阪府大東市住道２丁目２番302号に移転、本社工場、第

二工場を廃止、第三工場を大阪府大東市御領１丁目308番の１に移転、第四工場を第二工場

と、第五工場を第一工場とそれぞれ呼称変更 

昭和55年10月 計装用ケーブルの製造販売を開始 

昭和58年７月 兵庫県加東郡社町山口209番110に兵庫工場を開設 

昭和58年７月 資本金を110,000千円に増資 

昭和59年５月 日本工業規格（ＪＩＳ）表示許可資格取得 

昭和59年９月 資本金を267,500千円に増資 

昭和61年９月 コンピュータ用電線の製造販売を開始 

昭和62年４月 音楽放送用高周波同軸ケーブルの製造販売を開始 

昭和62年12月 資本金を352,585千円に増資 

昭和62年12月 当社株式が社団法人日本証券業協会より店頭登録銘柄として承認され、東京並びに大阪両地区

において売買を開始 

平成元年２月 資本金を647,785千円に増資 

平成元年２月 当社株式が大阪証券取引所市場第二部（特別指定銘柄）に上場 

平成元年８月 兵庫県加東郡東条町新定字木谷275番122に東条工場を開設 

平成８年１月 当社株式が大阪証券取引所市場第二部銘柄となる 

平成８年８月 大阪府大東市新田中町７番２号に大阪第四工場を開設 

平成10年３月 大阪府大東市御領１丁目10番１号に大阪第五工場（仮称）を開設 

平成11年５月 ＩＳＯ9001認証取得 

平成11年６月 本店を大阪府大東市御領１丁目10番１号に移転 

平成12年２月 大阪第五工場（仮称）を大阪工場に呼称変更 

平成12年11月 大阪第一、大阪第二、大阪第三、大阪第四工場を大阪工場に統合 



３【事業の内容】 

 当社は、防災用電線、通信用電線、計装・制御用電線、その他の弱電用電線の製造および販売を主たる業務としております。 

 当社は、経営組織を中心とし、製造工程に沿って業務を運営しております。 

 経営組織図ならびに製造工程図は、次のとおりであります。 

(1）経営組織図 

  

 

  

(2）製造工程図 

 当社の製造工程は次のとおりであります。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 平均年間給与は、基準外賃金および賞与が含まれております。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

    平成18年２月28日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

141 38.6 12.3 5,333,577 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度における我が国経済は、原油価格の高騰により、原材料への影響が懸念されるなか、不安要素を抱えながらも、

企業収益の改善を背景に民間設備投資が堅調に推移し、雇用情勢の好転や個人消費も上向きの傾向にあって、景気は緩やかな

回復傾向となりました。 

 電線業界においては、銅価ならびにビニル、ポリエチレン等石化材料の値上げの値戻しが進まず、そのうえ販売価格への転

嫁にも困窮し、収益面を圧迫するという深刻な状況で推移しました。 

 このような厳しい環境の中、営業努力、経費節減、生産効率の向上に鋭意努力した結果、当事業年度の売上高は45億4,627万

円と前事業年度と比べて9.5％の増収となりました。 

 反面、経常利益は原材料価格の高騰の影響がまだまだ強く影響し、２億9,243万円と前事業年度と比べて2.6％の減少、当期

純利益は固定資産の売却益8,346万円があったものの、退任代表取締役および取締役への退職慰労金9,042万円の支払等もあ

り、結果として１億6,402万円となり、前事業年度と比べて2.7％の減少となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、12億1,555万円となり、前事業年度末より３億

5,840万円増加となりました。 

 また、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、得られた資金は２億1,162万円（前期比1,173万円増）となりました。 

 これは主に、仕入債務の増加額１億2,967万円、税引前当期純利益２億8,406万円、減価償却費１億2,637万円等の増加要因に

対し、たな卸資産の増加額2,408万円、売上債権の増加額8,664万円、固定資産売却益8,346万円、法人税の支払額１億4,886万

円等の減少要因が相殺されたものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、得られた資金は、２億2,001万円（前期比３億3,910万円増）となりました。 

 これは主に、投資有価証券の償還による収入２億円、有形固定資産の取得による支出１億6,474万円、有形固定資産の売却に

よる収入１億4,488万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は、7,323万円（前期比384万円増）となりました。 

 これは主に、配当金の支払額6,989万円等によるものであります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社は主として見込み生産によっており、受注生産はほとんど行っておりません。 

品目 
第42期

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

防災用電線（千円） 1,044,977 102.7 

通信用電線（千円） 864,499 88.0 

計装・制御用電線（千円） 2,394,015 122.1 

その他（千円） 269,257 113.0 

合計（千円） 4,572,749 108.9 



(3）販売実績 

 （注）１．主な相手先別販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 今後の経営環境は、昨年来からの原油高や素材の高騰など懸念材料がありますが、好調な企業収益が設備投資押し上げに寄与

し、制度変更に伴う税・社会保障負担の高まりや増税論議が消費支出を抑制する可能性があるものの、雇用所得環境の改善が続

くことから個人消費は底堅く推移する見込みであります。 

 このような環境の中、当社は、既存製品の販路と用途の拡大をはかるとともに、今後は直需開拓にも注力してまいります。さ

らには効率生産のための工場の統廃合ならびに管理システムの再構築に向けた取り組みをしてまいります。 

 また、顧客満足度の向上を目指し、以下の項目を着実に実践してまいります。 

①コストダウン・価格競争力強化 

②新製品の開発 

  

品目 
第42期

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

防災用電線（千円） 1,045,108 103.4 

通信用電線（千円） 867,363 88.8 

計装・制御用電線（千円） 2,390,220 122.4 

その他（千円） 243,583 115.3 

合計（千円） 4,546,276 109.5 

相手先 
第41期 第42期 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

泉州電業株式会社 1,373,344 33.1 1,424,833 31.3 

株式会社フジクラ 536,565 12.9 552,095 12.1 



４【事業等のリスク】 

 本報告書に記載した当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社の財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可

能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項であると考えており

ます。 

  

(1）経済動向による影響について 

 当社における営業収入は、日本国内における需要に大きく影響を受けます。特にメタル電線においては、建設電販、情報通

信、電気機械、その他内需の変動が当社の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2）材料価格の高騰 

 当社の主要製品に材料として使用される銅、石油製品でありますビニル、ポリエチレン等は、国際市況に大きく影響され、

当社の業績は大きく影響を受けます。 

  

(3）競合について 

 当社は、事業を展開する市場において、材料価格の高騰が一層嵩み、深刻な事態に直面し、この分の値戻しも含め販売価格

への転嫁対策に奔走するという、非常に厳しい局面に晒されております。今後さらなるコストダウン、価格競争力強化に鋭意

努力していく所存ではありますが、販売価格面において競争優位に展開できる保証はなく、厳しい価格競争に晒され、当社の

業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4）役員退職慰労金について 

 当社は、役員退職慰労引当金を計上しておりませんので退任する取締役に対する相当の退職慰労金が当社の業績および財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 研究開発については、今後の事業拡大の基礎となる新技術の開発・改良に積極的に取り組んでおります。 

 通信用電線においてはノイズ対策が施された高遮蔽製品の開発が近年特に要請されておりますので、従来品の改良に加えてそ

の用途拡大に努めております。また、当事業年度より外被にポリウレタンを使用した難燃・高強度・可とう性に優れた光ケーブ

ルを販売しております。計装・制御用電線においてはオープンネットワークに使用される電線の要請が高まる中で、国内外の５

規格を取得し、製品を販売しております。さらに防災用電線については、斯界のトップメーカーとしてスケルトン工法に使用で

きる警報用フラットケーブルの販売ともに多目的なセキュリティサービスに活用できるよう開発を行っております。 

 なお、ダイオキシン問題を解決する難燃性・ノンハロゲンの“エコケーブル”やビニルの非鉛化について、あらゆる品種で製

品化できております。 

 当事業年度の研究開発費の総額は10百万円となっております。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成しておりますが、その作成に

あたっては、経営者による会計方針の選択・適用等、開示に影響を与える判断と見積りが必要となります。これらの見積りに

ついては、過去の実績等を勘案し、合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの

見積りとは異なる場合があります。 

 当社が採用している重要な会計方針のうち、特に次の重要な会計方針が財務諸表作成における重要な見積りの判断に大きな

影響を及ぼす事項であると考えております。 

 貸倒引当金 

 当社は、当事業年度末に有する売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。顧客の財務

状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。 

  

(2）財政状態の分析 

 当事業年度末の総資産は、前事業年度に比べ１億5,215万円（2.3％）増加し67億8,257万円となりました。 

 資産の主な増加要因は、銅線・ビニル・ポリエチレンの主要原材料の値上げによる棚卸資産の増加、製品販売価格の値上げ

による売上債権の増加等によるものであります。 

 負債の主な増加要因は、上述の仕入債務の増加等によるものであります。 

 資本の主な増加要因は、前事業年度の利益処分による別途積立金の増加等によるものであります。 

  

(3）キャッシュ・フローの分析 

 第２［事業の状況］１［業績等の概要］(2）に記載しております。 

  

(4）経営成績の分析 

 当事業年度は、売上高が前事業年度に比べ３億9,480万円（9.5％）の増加となりましたが、売上原価が４億2,807万円

（13.6％）増加したため、販売費及び一般管理費は2,390万円（3.3％）減少したものの、営業利益は937万円（3.2％）減少し

２億8,778万円となりました。 

 売上原価の増加の主な要因は、銅線・ビニル・ポリエチレンの主要原材料の値上げによる材料費の増加３億8,305万円による

ものであります。 

 経常利益は前事業年度に比べ778万円（2.6％）減少し２億9,243万円となりました。 

 当事業年度は、特別利益として8,872万円、主な要因は大阪第二工場の売却益8,346万円、特別損失として9,709万円、主な要

因は役員退職金9,042万円がありました。 

 上述の結果、当期純利益は前事業年度に比べ459万円（2.7％）減少し１億6,402万円となりました。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当社では多品種少量生産を短納期で対処するため、大阪工場の合理化に1,874万円、兵庫工場の合理化に180万円、東条工場の

合理化に3,974万円の設備投資を実施しました。なお、当事業年度において大阪第二工場を15,000万円で売却しました。 

  

２【主要な設備の状況】 

 （注） 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額には消費税等を含めて

おりません。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 生産効率、品質の向上、および原価の低減をはかるため、設備の更新および整備を計画しております。 

  

  

        （平成18年２月28日現在）

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額

従業員
数(人) 建物

（千円） 
構築物 
（千円） 

機械装置
（千円） 

車両運搬具
（千円） 

土地
（千円） 
(面積㎡) 

その他
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 
大阪工場 
（大阪府大東市） 

統括業務施
設 
生産設備 

426,508 17,456 150,976 4,910
1,491,987
(7,272)

16,722 2,108,561 90

大阪第三工場 
（大阪府大東市） 

倉庫 41,428 123 － －
68,495
(1,123)

－ 110,048 －

兵庫工場 
（兵庫県加東郡社
町） 

生産設備 82,066 11,310 134,453 583
240,444
(18,894)

8,540 477,399 37

東条工場 
（兵庫県加東郡東
条町） 

生産設備 41,907 1,148 64,816 153
620,103
(22,471)

1,995 730,123 14

事業所名 設備の内容

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完成後の増
加能力 総額 

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

大阪工場 
生産設備の更新
および整備 

50,000 － 自己資金
平成18年
３月 

平成19年 
２月 

－ 

東条工場 建物 450,000 － 自己資金
平成18年
11月 

平成19年 
６月 

－ 

全社 
コンピュータシ
ステム 

85,000 － 自己資金
平成18年
３月 

平成19年 
３月 

－ 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 無償（株主割当、１：0.1、426,505株） 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式22,290株は、「個人その他」に22単元および「単元未満株式の状況」に290株を含めて記載しております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 12,000,000 

計 12,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年２月28日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年５月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,691,555 4,691,555
大阪証券取引所
（市場第二部） 

－ 

計 4,691,555 4,691,555 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成３年４月20日 426,505 4,691,555 － 647,785 － 637,785

    
平成18年２月28日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 4 4 39 4 － 694 745 － 

所有株式数
（単元） 

－ 525 8 765 138 － 3,189 4,625 66,555 

所有株式数の
割合（％） 

－ 11.35 0.17 16.54 2.99 － 68.95 100 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、290千株であります。

２．昭和電線電纜株式会社は、平成18年４月１日付で昭和電線ホールディングス株式会社へ商号変更をしております。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

    平成18年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

植村 博 大阪市都島区 499 10.64 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 290 6.18 

植村 剛嗣 兵庫県西宮市 258 5.50 

株式会社フジクラ 東京都江東区木場一丁目５番１号 179 3.82 

青木 さち子 大阪府交野市 173 3.71 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 168 3.59 

昭和電線電纜株式会社 川崎市川崎区小田栄２丁目１番１号 161 3.43 

泉州電業株式会社 大阪市北区兎我野町２番４号 97 2.09 

ロンバード オーディエ ダ
リエ ヘンチ アンド シー 

11,RUE DE LA CORRATERIE-CH-1211 GENEVA 
SWITZERLAND 

92 1.96 

日本電線工業従業員持株会 大阪府大東市御領１丁目10番１号 87 1.86 

計 － 2,006 42.76 

  平成18年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   22,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,603,000 4,603 － 

単元未満株式 普通株式   66,555 － － 

発行済株式総数 4,691,555 － － 

総株主の議決権 － 4,603 － 



②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上の自己株式数は、期末日現在の実保有株式数と一致しております。 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

    平成18年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電線工業株式
会社 

大阪府大東市御領
１丁目10番１号 

22,000 － 22,000 0.47 

計 － 22,000 － 22,000 0.47 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

 当社は、利益配当、内部留保等その利益配分につきましては、長期的な視野に立ち、安定的かつ恒常的な企業成長をはかり、

安定的配当を継続することを基本方針としております。 

 当事業年度の利益配当につきましては、厳しい経営環境ではありますが、こうした方針に基づき、普通配当を１株当たり15円

とすることを決定いたしました。この結果、配当性向は45.6％となりました。 

 当事業年度の内部留保資金につきましては、安定供給体制確立のため、将来の設備増設に備えたい所存であります。 

  



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 大阪証券取引所市場第二部における、最高・最低株価であります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 大阪証券取引所市場第二部における、最高・最低株価であります。 

  

  

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

最高（円） 415 415 535 605 717 

最低（円） 332 333 340 455 552 

月別 平成17年９月 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月

最高（円） 598 600 638 670 717 717 

最低（円） 566 575 598 633 640 635 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取 締 役 
名誉会長 

  植村 博 大正10年３月20日生

昭和27年５月 株式会社神戸製鋼所入社 

昭和36年４月 伸興電線製造株式会社入社専務

取締役 

昭和40年３月 当社設立代表取締役社長 

平成２年５月 当社代表取締役会長 

平成５年４月 当社代表取締役会長兼社長 

平成６年５月 当社代表取締役社長 

平成８年５月 当社代表取締役会長 

平成９年５月 当社取締役会長 

平成12年５月 当社取締役名誉会長（現任） 

499

代表取締役 
社長 

  植村 剛嗣 昭和28年１月10日生

昭和50年４月 当社入社 

昭和54年１月 当社製造部長 

昭和54年５月 当社取締役製造部長 

昭和56年11月 当社常務取締役製造部長 

昭和62年１月 当社常務取締役営業部長 

平成２年５月 当社代表取締役社長 

平成５年４月 当社取締役営業部門担当 

平成５年５月 当社取締役副会長 

平成６年５月 当社取締役 

平成８年５月 当社常務取締役新規需要開発担

当 

平成10年５月 当社専務取締役新規需要開発管

掌 

平成15年４月 当社専務取締役開発部長 

平成16年６月 当社代表取締役専務取締役 

平成16年７月 当社代表取締役副社長 

平成17年５月 当社代表取締役社長（現任） 

258

常務取締役 
製造本部長兼大
阪製造部長 

鈴木 重行 昭和16年９月８日生

昭和35年４月 タツタ電線株式会社入社 

平成３年４月 当社入社技術部長 

平成４年５月 当社取締役技術部長 

平成４年６月 当社取締役製造部長 

平成15年４月 当社取締役製造本部長兼大阪製

造部長 

平成16年７月 当社常務取締役製造本部長兼大

阪製造部長（現任） 

9

取締役 営業部長 吉岡 秀晃 昭和28年１月13日生

昭和59年３月 当社入社 

昭和63年４月 同製造部品質管理課長 

平成２年５月 同営業部営業課長 

平成７年５月 同営業部次長 

平成13年７月 同営業部部長代理 

平成15年４月 同営業部担当部長 

平成16年９月 同営業部長 

平成18年５月 同取締役営業部長（現任） 

1



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役 兵庫製造部長 石堂 二郎 昭和31年５月19日生

昭和53年11月 当社入社 

昭和63年４月 同製造部兵庫工場第２製造課長 

平成元年５月 同製造部東条工場製造課長 

平成元年11月 同製造部東条工場次長 

平成２年５月 同製造本部兵庫製造部次長 

平成４年３月 同兵庫製造部部長代理 

平成13年４月 同製造部担当部長 

平成15年４月 同製造本部兵庫製造部長 

平成18年５月 同取締役製造本部兵庫製造部長

（現任） 

2

取締役 技術部長 掘井 尚登 昭和36年12月15日生

昭和59年４月 当社入社 

平成４年１月 同技術部品質管理課担当課長 

平成11年７月 同製造部品質保証課長 

平成13年４月 同製造部次長 

平成15年４月 同製造本部技術部長 

平成18年５月 同取締役製造本部技術部長（現

任） 

8

取締役   早川 敏行 昭和23年５月17日生

昭和46年４月 藤倉電線株式会社（現、株式会

社フジクラ）入社 

平成６年７月 同社情報技術部長 

平成７年５月 当社取締役（現任） 

平成12年２月 株式会社フジクラ情報通信事業

部長 

平成13年７月 同社ネットワークソリューショ

ン事業部長兼ケーブルシステム

部長 

平成14年１月 同社ネットワークソリューショ

ン事業部長 

平成14年10月 同社通信事業部長 

平成16年２月 同社通信ケーブル事業部長 

平成17年４月 同社情報通信企画部長 

平成18年４月 同社メタルケーブル事業部副事

業部長（現任） 

－

取締役   矢地 竹男 昭和27年２月26日生

昭和51年４月 昭和電線電纜株式会社入社 

平成９年４月 同社電力事業部被覆電線部長 

平成10年５月 当社取締役（現任） 

平成11年５月 昭和電線電纜株式会社電線事業

部技術部長 

平成12年６月 同社エネルギー事業本部電線事

業部電線技術部長 

平成13年５月 同社管理本部総務付主幹 

平成13年６月 同社海外事業部デュッセルドル

フ事業所長 

平成14年５月 同社総合営業部技術担当部長 

平成15年１月 同社パワーシステムユニット電

線技術品質保証部長 

平成16年７月 同社エネルギーシステムユニッ

ト技術・品質保証部長 

平成17年７月 同社エネルギーシステムユニッ

ト次長（現任） 

－



 （注）１．監査役篠崎晃彦、小原 登および鈴木延彦の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．取締役名誉会長植村 博は、取締役社長植村剛嗣の実父であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

監査役 
（常勤） 

  水田 章一 昭和14年１月１日生

平成８年３月 当社入社 監査室長 

平成15年１月 当社退職 

平成15年５月 当社監査役（現任） 

－

監査役   篠崎 晃彦 昭和20年９月５日生

昭和45年４月 昭和電線電纜株式会社（現昭和

電線ホールディングス株式会

社）入社 

平成４年７月 同社財務部長 

平成６年７月 同社相模原事業所長 

平成９年６月 同社経理部長 

平成10年６月 同社取締役経理部長 

平成12年６月 当社取締役管理本部長兼同本部

経理部長 

平成14年４月 同社取締役経理部長 

平成15年６月 昭和電線不動産株式会社取締役

社長 

平成18年２月 昭和電線電纜株式会社参与監査

室長（現任） 

平成18年５月 当社監査役（現任） 

－

監査役   小原 登 昭和11年11月22日生

昭和31年６月 株式会社筒井リベット製作所

（現ＦＣＭ株式会社） 

平成６年８月 株式会社筒井電産（現、ＦＣＭ

株式会社）代表取締役社長 

平成７年３月 ＦＣＭ株式会社代表取締役社長

（現任） 

平成12年５月 当社監査役（現任） 

－

監査役   鈴木 延彦 昭和22年４月29日生

昭和45年４月 日商岩井株式会社入社 

昭和49年３月 鈴木鋼材株式会社入社 

昭和49年３月 同社専務取締役 

平成元年５月 同社代表取締役社長（現任） 

平成18年５月 当社監査役（現任） 

3

        計 780



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、目まぐるしく変動する経営環境下において、経営の効率性の向

上、競争力のある強い会社作り、安定的な経営基盤と株主重視の経営体制を確立するため、コーポレートガバナンスの重要性に

ついては十分に認識し、社内体制の強化に努めております。 

 また、経営をしていく中で如何に経済社会の一員として、社会的責任を果たしていくのか、リスク管理、内部統制という大き

な柱をどのように規律していくのかということが重要な課題であると捉え、コンプライアンス体制の強化についても積極的に取

り組んでいく必要があると考えております。 

  

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用し、会社の機関として会社法に規定する取締役会及び監査役会を設置しており、重要な業務執行

の決議、監督ならびに監査を行っております。 

 取締役は８名で構成しており、できるだけ少数の取締役にして経営の効率を高めるよう努めております。取締役８人のう

ち２人は社外取締役であります。 

 監査役は４人で構成しており、客観的な立場から取締役の職務執行を監視しております。４人のうち３人は社外監査役で

あります。取締役、監査役ともに当社の業務執行に携わらない社外役員を積極的に採用することで経営の監査機能の強化に

努めております。 

  

② 当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図 

  

 

  

③ 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

 業務執行の監視については取締役会が取締役の監督を、監査役会が取締役の監査を行っております。 

 また、社長、取締役、部長で構成する部長会を定期的に開催し、事業環境の分析、利益計画の進捗状況等の情報の共有

化、会社に著しい損害および利益を及ぼすおそれのある事実の発生、企業行動規範の浸透と遵守、コンプライアンスの徹底

を図り、経営判断に反映しております。 

  



④ 会計監査の状況 

 会計監査は、あずさ監査法人と監査契約を結び、正しい経営情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施される環境を

整備しております。 

 なお、米沢 顕、成瀨幹夫両氏の当社における継続監査年数は、７年以内であります。 

  

⑤ 社外取締役および社外監査役との関係 

 当社と社外取締役、社外監査役との間に、人的関係、取引関係その他の利害関係はありません。 

  

⑥ コーポレートガバナンスの充実に向けた取り組みの実施状況 

 会社とコーポレートガバナンスの充実に向けた取り組みの実施状況としては、取締役会を毎月１回以上開催し、法令で定

められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督しております。取締役及び監査役が出席

し、活発な議論のもと機動的な意思決定を行っております。 

  

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 今日の当社を取り巻く環境や内部環境は時として急激に変化し、これらは経営に大きなリスクをもたらしております。企業

が成長力を維持する基盤として、リスク管理能力が非常に重要であり、企業の評価を大きく左右する時代になってきておりま

す。そのため、当社はリスク管理を経営上の重要課題の一つと捉えております。 

 リスク管理体制としては、総務、営業、製造（技術・品質含む）の各部門長を責任者とし、各担当部門の責任および取るべ

き行動を分担、管理することとしており、経営上の重要なリスクについては、逐一取締役会に報告し、決裁を得ることとして

おります。 

  

(3）役員報酬および監査報酬 

① 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額    51,400千円（うち社外取締役   3,600千円） 

監査役の年間報酬総額    7,800千円（うち社外監査役   3,600千円） 

  

② 監査報酬の内容 

監査契約に基づく監査証明に係る報酬   10,000千円 

 上記以外の報酬はありません。 

  

  業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

  
指定社員 
業務執行社員 

米沢 顕、成瀨幹夫 

あずさ監査法人 
  会計監査業務に係る補助者の構成

  公認会計士 ３名、会計士補 ６名 



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第

５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）および当事業年

度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ．流動資産    

１．現金及び預金   23,848 24,216 

２．受取手形   260,134 279,552 

３．売掛金   1,196,006 1,271,952 

４．有価証券   833,308 1,191,340 

５．製品   147,778 126,185 

６．原材料   95,265 137,561 

７．仕掛品   86,813 93,369 

８．貯蔵品   9,271 6,095 

９．繰延税金資産   19,220 18,927 

10．未収入金   6,941 8,347 

11．その他   492 737 

貸倒引当金   △4,681 △4,991 

流動資産合計   2,674,399 40.3 3,153,295 46.5

Ⅱ．固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物  1,358,948 1,311,253  

減価償却累計額  727,778 631,170 719,341 591,911 

(2）構築物  136,094 136,094  

減価償却累計額  101,535 34,558 106,055 30,038 

(3）機械装置  2,056,621 2,077,782  

減価償却累計額  1,682,300 374,320 1,727,536 350,245 

(4）車両運搬具  45,123 45,123  

減価償却累計額  37,432 7,690 39,476 5,646 

(5）工具器具備品  225,522 194,320  

減価償却累計額  195,330 30,192 167,061 27,258 

(6）土地   2,476,630 2,421,030 

(7）建設仮勘定   － 5,329 

有形固定資産合計   3,554,562 53.6 3,431,461 50.6



   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産    

(1）電話加入権   3,972 － 

無形固定資産合計   3,972 0.1 － －

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券   272,020 136,425 

(2）破産更生債権等   24,373 15,655 

(3）長期前払費用   4,970 3,046 

(4）繰延税金資産   31,561 15,119 

(5）生命保険積立金   78,225 35,921 

(6）その他   260 － 

貸倒引当金   △13,927 △8,349 

投資その他の資産合計   397,483 6.0 197,818 2.9

固定資産合計   3,956,018 59.7 3,629,280 53.5

資産合計   6,630,418 100.0 6,782,575 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ．流動負債    

１．支払手形   349,631 434,141 

２．買掛金   254,944 300,109 

３．短期借入金   300,000 300,000 

４．未払金   63,536 61,098 

５．未払法人税等   74,242 62,928 

６．未払消費税等   7,887 16,532 

７．未払費用   11,716 9,283 

８．預り金   19,340 19,745 

９．賞与引当金   22,028 24,445 

10．設備関係支払手形   100,044 2,469 

流動負債合計   1,203,371 18.1 1,230,755 18.1

Ⅱ．固定負債    

１．退職給付引当金   116,948 125,546 

固定負債合計   116,948 1.8 125,546 1.9

負債合計   1,320,320 19.9 1,356,302 20.0

     



  

  

   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）  
  

Ⅰ．資本金 ※２  647,785 9.8 647,785 9.6

Ⅱ．資本剰余金    

１．資本準備金  637,785 637,785 637,785 9.4

資本剰余金合計   637,785 9.6  

Ⅲ．利益剰余金    

１．利益準備金  92,150 92,150  

２．任意積立金    

(1）別途積立金  3,640,000 3,740,000  

３．当期未処分利益  288,035 267,934  

利益剰余金合計   4,020,185 60.6 4,100,084 60.4

Ⅳ．その他有価証券評価差額
金 

  11,553 0.2 51,176 0.8

Ⅴ．自己株式 ※３  △7,211 △0.1 △10,556 △0.2

資本合計   5,310,097 80.1 5,426,273 80.0

負債・資本合計   6,630,418 100.0 6,782,575 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ．売上高   4,151,476 100.0 4,546,276 100.0

Ⅱ．売上原価    

１．期首製品たな卸高  117,770 147,778  

２．当期製品製造原価  3,170,285 3,546,762  

合計  3,288,056 3,694,541  

３．期末製品たな卸高  147,778 3,140,277 75.6 126,185 3,568,356 78.5

売上総利益   1,011,199 24.4 977,920 21.5

Ⅲ．販売費及び一般管理費    

１．運賃  154,120 155,080  

２．荷造包装費  109,738 110,574  

３．車両費  2,897 2,749  

４．貸倒引当金繰入額  16,948 －  

５．広告宣伝費  2,866 6,353  

６．役員報酬  78,900 59,200  

７．給料手当  164,586 162,614  

８．賞与手当  38,735 38,008  

９．賞与引当金繰入額  6,311 6,763  

10．退職給付費用  8,137 5,680  

11．福利厚生費  41,778 40,927  

12．旅費交通費  10,739 15,612  

13．通信費  9,368 9,647  

14．接待交際費  2,103 2,411  

15．租税公課  1,051 7,977  

16．事務用品費  8,618 10,671  

17．修繕費  132 764  

18．保険料  11,464 10,523  

19．賃借料  2,265 1,621  

20．水道光熱費  2,726 2,670  

21．減価償却費  7,825 6,081  

22．雑費  32,723 714,040 17.2 34,203 690,137 15.2

営業利益   297,158 7.2 287,783 6.3



  

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ．営業外収益    

１．受取利息  0 0  

２．有価証券利息  2,013 2,014  

３．受取配当金  637 771  

４．雑収入  6,226 8,877 0.2 5,008 7,794 0.2

Ⅴ．営業外費用    

１．支払利息  2,217 2,174  

２．固定資産除却損  3,542 920  

３．雑損失  55 5,815 0.2 49 3,143 0.1

経常利益   300,220 7.2 292,433 6.4

Ⅵ．特別利益    

１．固定資産売却益 ※１ － 83,461  

２．貸倒引当金戻入益  － － － 5,268 88,729 1.9

Ⅶ．特別損失    

１．役員退職金  － 90,423  

２．生命保険解約損  － 2,700  

３．電話加入権評価損  － － － 3,972 97,095 2.1

税引前当期純利益   300,220 7.2 284,067 6.2

法人税、住民税及び事
業税 

 148,207 130,493  

法人税等調整額  △16,605 131,602 3.1 △10,448 120,045 2.6

当期純利益   168,617 4.1 164,022 3.6

前期繰越利益   119,417 103,911 

当期未処分利益   288,035 267,934 

     



製造原価明細書 

  

（脚注） 

  

  

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ．材料費  2,003,477 62.9 2,386,535 67.2

Ⅱ．労務費 ※１ 621,716 19.5 624,759 17.6

Ⅲ．経費  559,031 17.6 542,023 15.2

（うち外注加工費）  （250,748） （246,406） 

（うち減価償却費）  （108,781） （120,289） 

当期総製造費用  3,184,226 100.0 3,553,318 100.0

期首仕掛品たな卸高  72,873 86,813 

合計  3,257,099 3,640,132 

期末仕掛品たな卸高  86,813 93,369 

当期製品製造原価  3,170,285 3,546,762 

    

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  
※１ うち退職給付費用 25,288千円

賞与引当金繰入額 15,717千円

※１ うち退職給付費用 17,434千円

賞与引当金繰入額 17,681千円

 ２ 原価計算方法  ２ 原価計算方法 

実際原価に基づく加工費等級別総合原価計算を採

用しております。 

同左 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益  300,220 284,067 

減価償却費  116,607 126,371 

貸倒引当金の増加額
（減少額） 

 16,948 △5,268 

賞与引当金の増加額
（減少額） 

 △891 2,417 

退職給付引当金の増加
額（減少額） 

 14,069 8,598 

受取利息及び受取配当
金 

 △2,650 △2,785 

支払利息  2,217 2,174 

固定資産除却損  3,542 920 

電話加入権評価損  － 3,972 

固定資産売却益  － △83,461 

生命保険解約損  － 2,700 

売上債権の減少額（増
加額） 

 27,518 △86,645 

たな卸資産の減少額
（増加額） 

 △39,261 △24,082 

仕入債務の増加額（減
少額） 

 △25,884 129,674 

未払消費税等の増加額
（減少額） 

 △6,246 8,644 

役員賞与の支払額  △17,000 △14,000 

その他流動資産の減少
額（増加額） 

 △2,719 △1,656 

その他流動負債の増加
額（減少額） 

 △39,517 6,306 

その他  1,826 1,924 

小計  348,780 359,871 

利息及び配当金の受取
額 

 2,650 2,785 

利息の支払額  △2,229 △2,168 

法人税等の支払額  △149,313 △148,863 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 199,887 211,626 

   



  

  

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

投資有価証券の償還に
よる収入 

 － 200,000 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △97,180 △164,740 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 144,888 

長期前払費用に係る支
出 

 △5,772 － 

生命保険積立金の増加
額 

 △18,146 △15,684 

生命保険解約による収
入 

 2,008 55,288 

その他  － 260 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △119,091 220,012 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

自己株式の取得による
支出 

 △3,658 △3,344 

配当金の支払額  △65,731 △69,893 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △69,390 △73,238 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額（減少額） 

 11,406 358,400 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 845,751 857,157 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 857,157 1,215,557 

   



④【利益処分計算書】 
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前事業年度

（株主総会承認の日） 
（平成17年５月26日） 

当事業年度 
（株主総会承認の日） 
（平成18年５月25日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ．当期未処分利益  288,035 267,934 

Ⅱ．利益処分額  

１．配当金  70,124 70,038

２．取締役賞与金  14,000 10,300

３．任意積立金  

(1）別途積立金  100,000 184,124 100,000 180,338 

Ⅲ．次期繰越利益  103,911 87,595 

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的の債券 (1）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 同左 

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は総

平均法により算定） 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

  総平均法による原価法 同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ デリバティブ 

 時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品、仕掛品、原材料 (1）製品、仕掛品、原材料 

 総平均法による原価法 同左 

  (2）貯蔵品 (2）貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物         ７～31年 

機械装置       ５～10年 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産額に基づき計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差異

（46,411千円）につきましては５年に

よる按分額を費用の戻入処理しており

ます。 

同左 



  

追加情報 
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項目 
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。

また、特例処理の要件を満たしている

場合には、特例処理によっておりま

す。 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 デリバティブ取引（金

利スワップ取引） 

同左 

  ・ヘッジ対象 ユーロ円債   

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

   当社は、保有する一部の債券の金利

リスクを回避する目的でのみヘッジ取

引を行う方針であります。 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ対象とヘッジ手段について、

相場変動額またはキャッシュ・フロー

変動額を、ヘッジ期間全体にわたり比

較し、有効性を評価しております。 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３カ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理 消費税等の処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式を採用しております。 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── 

  

法人事業税における外形標準課税 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。この結果、販売費及び一般管理費が7,055

千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

が同額減少しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 
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前事業年度 
（平成17年２月28日） 

当事業年度
（平成18年２月28日） 

  
 １．受取手形裏書譲渡高 225,773千円  １．受取手形裏書譲渡高 263,181千円

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数 
  

授権株式数     普通株式 12,000,000株

発行済株式総数   普通株式 4,691,555株

授権株式数     普通株式 12,000,000株

発行済株式総数   普通株式 4,691,555株

※３．自己株式 ※３．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式16,605

株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式22,290

株であります。 

 ４．配当制限  ４．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は、11,553千円であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は、51,176千円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１．       ────── ※１．固定資産売却益は、大阪第二工場を平成18年２月

に売却したものであります。 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 
  

現金及び預金勘定 23,848千円

有価証券 833,308千円

現金及び現金同等物 857,157千円

現金及び預金勘定 24,216千円

有価証券 1,191,340千円

現金及び現金同等物 1,215,557千円



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年２月28日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  種類 
貸借対照表計上額
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

時価が貸借対照表計上
額を超えるもの 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 202,400 203,174 774 

小計 202,400 203,174 774 

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 202,400 203,174 774 

  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

(1）株式 12,253 35,320 23,066 

(2）債券 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 12,253 35,320 23,066 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

(1）株式 37,886 34,300 △3,586 

(2）債券 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 37,886 34,300 △3,586 

合計 50,139 69,620 19,480 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的債券の今後の償還予定額 

  

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  公社債投資信託受益証券（ＭＭＦ） 6,122 

公社債投資信託受益証券（ＦＦＦ） 827,185 

種類 １年以内（千円） 
１年超５年以内
（千円） 

５年超10年以内
（千円） 

10年超（千円） 

１．債券  

(1）国債・地方債 － － － － 

(2）社債 － － － － 

(3）その他 200,000 － － － 

２．その他 － － － － 

合計 200,000 － － － 



当事業年度（平成18年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 
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  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

(1）株式 48,471 135,123 86,651 

(2）債券 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 48,471 135,123 86,651 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

(1）株式 1,668 1,302 △366 

(2）債券 － － － 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,668 1,302 △366 

合計 50,139 136,425 86,285 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  公社債投資信託受益証券（ＭＭＦ） 6,123 

公社債投資信託受益証券（ＦＦＦ） 1,185,217 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．取引の内容 １．取引の内容 

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワッ

プ取引であります。 

同左 

２．取引に対する取組方針 ２．取引に対する取組方針 

当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

同左 

３．取引の利用目的 ３．取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、ユーロ円債等に係る受取

利息等の将来の金利市場における利息下落による変動

リスクを回避する目的で利用しております。なお、デ

リバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っておりま

す。 

同左 

① ヘッジ会計の方法   

 繰延ヘッジ処理によっております。また、特例処

理の要件を満たしている場合には、特例処理によっ

ております。 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象   

・ヘッジ手段 デリバティブ取引（金利スワップ取

引） 

  

・ヘッジ対象 ユーロ円債   

③ ヘッジ方針   

 当社は、保有する一部の債券の金利リスクを回避

する目的でのみヘッジ取引を行う方針であります。 

  

④ ヘッジ有効性評価の方法   

 ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動額ま

たはキャッシュ・フロー変動額を、ヘッジ期間全体

にわたり比較し、有効性を評価しております。 

  

４．取引に係るリスクの内容 ４．取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクはほ

とんどないと認識しております。 

同左 

５．取引に係るリスク管理体制 ５．取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、総務部

が代表取締役社長の承認を得て行っております。 

同左 

６．取引の時価等に関する事項についての補足説明 ６．取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、

または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すものではありま

せん。 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 
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前事業年度（平成17年２月28日） 当事業年度（平成18年２月28日） 

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しておりま

す。 

期末残高がないため該当事項はありません。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しております。 

 なお、適格退職年金制度は、昭和59年８月より採用しております。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注） 当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用の内訳 

 （注）１．当社は退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２．当社が加入している西日本電線工業厚生年金基金には95社加入しているため、自社の拠出に対応する年金資産の額を合

理的に計算することができません。平成18年２月28日現在における当社の加入人数割合による年金資産の額は716,053千

円となっております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。なお、会計基準変更時差異の処理

年数は５年であります。 

  
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

(1）退職給付債務（千円） △264,243 △291,640 

(2）年金資産（千円） 156,577 166,094 

(3）未積立退職給付債務（千円） △107,666 △125,546 

(4）会計基準変更時差異の未処理額 
（千円） 

△9,282 － 

(5）退職給付引当金（千円） △116,948 △125,546 

  
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  
退職給付費用（千円） 

(1）退職給付費用（千円） 

(2）会計処理基準変更時差異の費用戻入
処理額（千円） 

(3）特別退職一時金（千円） 

  
33,425

42,708

△9,282

0

23,114

32,396

△9,282

－



（税効果会計関係） 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳                （千円） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳                （千円） 
  
（流動資産の部）  

未払事業税等 6,414

賞与引当金等 12,806

繰延税金資産計 19,220

（固定資産の部）  

退職給付引当金 36,811

その他 2,676

繰延税金負債（固定）との相殺 △7,926

繰延税金資産計 31,561

（固定負債の部）  

その他有価証券評価差額金 △7,926

繰延税金資産（固定）との相殺 7,926

繰延税金負債計 －

（流動資産の部）  

未払事業税等 5,350

賞与引当金等 13,577

繰延税金資産計 18,927

（固定資産の部）  

退職給付引当金 45,697

その他 4,531

繰延税金負債（固定）との相殺 △35,109

繰延税金資産計 15,119

（固定負債の部）  

その他有価証券評価差額金 △35,109

繰延税金資産（固定）との相殺 35,109

繰延税金負債計 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

は重要性がないため記載しておりません。 

２．          同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 1,132円87銭

１株当たり当期純利益 33円04銭

１株当たり純資産額 1,159円92銭

１株当たり当期純利益 32円90銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

同左 

  
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 168,617 164,022 

普通株主に帰属しない金額（千円） 14,000 10,300 

（うち利益処分による取締役賞与金） (14,000) (10,300) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 154,617 153,722 

期中平均株式数（株） 4,679,215 4,671,864 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── ────── 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 （注） 昭和電線電纜株式会社は、平成18年４月１日付で昭和電線ホールディングス株式会社へ商号変更をしております。 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

株式会社フジクラ 70,000 91,560 

泉州電業株式会社 8,000 22,320 

日本アジア投資株式会社 10,000 8,850 

昭和電線電纜株式会社 20,000 4,000 

タツタ電線株式会社 10,800 3,888 

コスモ証券株式会社 7,437 2,223 

ＪＦＥコンテイナー株式会社 3,300 1,320 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ 

7.44 1,302 

みずほ信託銀行株式会社 2,678 961 

小計 132,222.44 136,425 

計 132,222.44 136,425 

種類及び銘柄 投資口数等（千口）
貸借対照表計上額 
（千円） 

有価証券 
その他有
価証券 

公社債投資信託受益証券（ＭＭＦ） 6,123 6,123 

公社債投資信託受益証券（ＦＦＦ） 1,185,217 1,185,217 

小計 1,191,340 1,191,340 

計 1,191,340 1,191,340 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増減額のうち主なものは次のとおりであります。 

２．長期前払費用のうち、非償却資産（前払保険料）3,046千円は本表から除いております。 

  

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 1,358,948 3,216 50,911 1,311,253 719,341 39,198 591,911

構築物 136,094 － － 136,094 106,055 4,519 30,038

機械装置 2,056,621 48,906 27,745 2,077,782 1,727,536 71,499 350,245

車両運搬具 45,123 － － 45,123 39,476 2,043 5,646

工具器具備品 225,522 8,166 39,368 194,320 167,061 9,109 27,258

土地 2,476,630 － 55,600 2,421,030 － － 2,421,030

建設仮勘定 － 5,329 － 5,329 － － 5,329

有形固定資産計 6,298,940 65,618 173,625 6,190,933 2,759,471 126,371 3,431,461

無形固定資産   

電話加入権 3,972 － 3,972 － － － －

無形固定資産計 3,972 － 3,972 － － － －

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

  増加 機械装置 撚線装置 39,191千円 

  減少 土地 大阪第二工場 55,600千円 

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 300,000 300,000 0.7 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

計 300,000 300,000 － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は22,290株であります。 

２．当期増加額は前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額その他は、一般債権の貸倒実績率による洗替額4,681千円及び回収不能見込額の修正による戻入額

5,578千円であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 647,785 － － 647,785

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１ （株） （4,691,555） （－） （－） （4,691,555）

普通株式 （千円） 647,785 － － 647,785

計 （株） （4,691,555） （－） （－） （4,691,555）

計 （千円） 647,785 － － 647,785

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （千円） 637,785 － － 637,785

計 （千円） 637,785 － － 637,785

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 92,150 － － 92,150

（任意積立金）    

別途積立金(注)２ （千円） 3,640,000 100,000 － 3,740,000

計 （千円） 3,732,150 100,000 － 3,832,150

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 18,609 4,991 － 10,260 13,340

賞与引当金 22,028 24,445 22,028 － 24,445



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ．現金及び預金 

  

ｂ．受取手形 

(a）相手先別内訳 

  

(b）期日別内訳 

  

区分 金額（千円）

現金 542 

銀行預金 

当座預金 20,938 

別段預金 278 

普通預金 2,457 

小計 23,674 

合計 24,216 

相手先 金額（千円）

㈱ＯＣＣ 38,484 

因幡電機産業㈱ 36,788 

明和電機工業㈱ 27,256 

新和商事㈱ 16,506 

㈱ユウデン 15,943 

その他 144,573 

合計 279,552 

期日別 金額（千円）

平成18年３月 47,045 

４月 69,581 

５月 59,918 

６月 57,842 

７月 44,296 

８月 868 

合計 279,552 



ｃ．売掛金 

(a）相手先別内訳 

 （注） 昭和電線電纜株式会社は、平成18年４月１日付で、昭和電線ホールディングス株式会社へ商号変更をしております。 

  

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ｄ．製品 

  

ｅ．原材料 

  

相手先 金額（千円）

泉州電業㈱ 648,597 

㈱フジクラ 211,598 

昭和電線電纜㈱ 47,647 

㈱フジデン 41,192 

明和電機工業㈱ 34,103 

その他 288,813 

合計 1,271,952 

項目 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

売掛金 1,196,006 4,609,396 4,533,450 1,271,952 78.1 97.7 

区分 金額（千円）

防災用電線 28,576 

通信用電線 28,482 

計装・制御用電線 52,261 

その他の電線 16,864 

合計 126,185 

区分 金額（千円）

銅線 82,617 

ビニル 9,178 

ポリエチレン 8,753 

その他 37,011 

合計 137,561 



ｆ．仕掛品 

  

ｇ．貯蔵品 

  

② 負債の部 

ａ．支払手形・設備関係支払手形 

(a）支払手形相手先別内訳 

 （注） 昭和電線電纜株式会社は、平成18年４月１日付で、昭和電線ホールディングス株式会社へ商号変更をしております。 

  

(b）設備関係支払手形相手先別内訳 

  

区分 金額（千円）

防災用電線 10,827 

通信用電線 12,109 

計装・制御用電線 18,085 

対線 10,377 

素線 41,112 

その他 856 

合計 93,369 

区分 金額（千円）

出荷用ドラム 5,386 

その他 709 

合計 6,095 

相手先 金額（千円）

ＦＣＭ㈱ 142,777 

カネコン商事㈱ 75,888 

昭和電線電纜㈱ 47,791 

鈴木鋼材㈱ 28,295 

㈱三鈴 14,451 

その他 124,938 

合計 434,141 

相手先 金額（千円）

㈱森田精機 1,564 

㈱後藤製作所 905 

合計 2,469 



(c）期日別内訳 

  

ｂ．買掛金 

 （注） 昭和電線電纜株式会社は、平成18年４月１日付で、昭和電線ホールディングス株式会社へ商号変更をしております。 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

期日別 支払手形（千円） 設備関係支払手形（千円） 

平成18年３月 109,752 905 

４月 100,536 － 

５月 114,363 1,564 

６月 109,489 － 

合計 434,141 2,469 

相手先 金額（千円）

昭和電線電纜㈱ 68,682 

カネコン商事㈱ 30,426 

日本ポリエチレン㈱ 26,812 

ＦＣＭ㈱ 26,283 

三菱化学㈱ 24,790 

その他 123,114 

合計 300,109 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ２月末日 

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券

中間配当基準日 ８月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚につき100円に印紙税相当額を加算した額

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第41期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）平成17年５月30日近畿財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第42期中）（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日）平成17年11月28日近畿財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

 平成17年４月25日近畿財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

  

    平成17年５月26日

日本電線工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 米沢  顕  印 

  関与社員   公認会計士 成瀨 幹夫  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本電線工業株式会社の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

電線工業株式会社の平成17年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

  

    平成18年５月25日

日本電線工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米沢  顕  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 成瀨 幹夫  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本電線工業株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第42期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

電線工業株式会社の平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 
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